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概要 ＩＴ（高度情報通信技術）の目覚しい発展により、市町村においても
「情報」に関わる諸活動を支援するために、インフラの整備、情報活動の組
織的な取り組みにより、地域の活性化を図ろうとする施策が 活発になり、
国の高度情報通信社会推進政策も本格化してきている。 
電子行政も待ったなしという状況になってきた。これらの問題にどう対処し
ていくべきかを、地域住民、行政担当者と共に考えていく必要がある。実の
あるもにするためには、「情報活用能力のアップ」とその「人材の養成」が必
須の条件と思われる。 
 
１． はじめに 
 「ＩＴ革命」という言葉が毎日のように語
られ、パソコン、携帯電話を始めとする情報
端末の広告が巷に溢れ、インターネットを利
用した種々の活動が今や当たり前になりつ
つある。一方、「沖縄サミット」でも問題視
されているように、この「情報」に関わる環
境が先進国とその他の国々では著しい「情報
格差」をもたらしている。「地域・国を越え、
時間を超えて“情報”が行き交う」はずの「高
度情報通信社会」が「富の差、国のインフラ
整備の差」などなどによって、「今まで以上
に“情報格差”をもたらす」状況にある。日
本国内においても、県や市町村の行政施策違
いから“地域の情報格差“がますます拡大し
つつある。 
福井県内においても「ＩＴ活用によるまち
づくり」の重要性を認識し、自治体が国の政
策に呼応する形で「情報化政策」に取り組ん
でおり、ＮＴＴはじめ情報産業が中心となっ
て、その普及活動やコンサルティングに取り
組んでいる。平成７年度ころから、丹南地区
の地域情報化の必要性が認識されるように
なり、私も地元の各界の方々と勉強をしなが
ら、各市や町の独自の「地域情報化」につい
て提言をまとめてきた。また、福井県の学術
機関で組織している「福井地域学術情報ネッ
トワーク協議会」や北陸地区（富山、石川、
福井）の産官学で構成している「北陸地域情
報ネットワーク協議会」にも参加して、この
種の問題について連携を働きかけている。 
全国レベルでも津山高専、長野高専などの高
専が、地域に根ざした活動を行っている． 
福井高専としても学術研究機関として生き
延びて行くためには、このような活動を地元
の企業や行政当局と連携を取った活動が重
要と考えている。 
 
２． 情報とは？ ＩＴとは？ 
人類はこの世に生まれてから（狩猟時代、農
耕時代も）今日まで「情報」無しでは生きていか
れない。その重要性は、生命に関わること、組
織の運営、組織や個人の競争に関わること、知
的な創造活動に関わること、・・・枚挙に暇がな
い。人間の知的活動を支える根源であり、問題
解決に必須のものである。 
この「情報」は、「物質」や「エネルギー」
と異なり、伝わっても伝わっても減らないし、
元のところにも残っている。よって、一旦発
信されれば、真偽に関わらずどこまでも伝播
していくという性質がある。 
エレクトロニクスの著しい発展に伴い、現
在は、コンピュータと通信システム融合した
ＩＴ（情報通信技術）による高度情報通信社
会が出現し、人間の知的活動を支える「情報」
を以前にもまして有効に利用できることと
なった。 
（大事なことは、新幹線、高速道路、飛行
場、・・・・等の膨大な資金と時間とかけな
くても実現できることである） 
その結果、人間の人間らしい諸活動に重要
な「情報」が「時間を超え」、「空間を越え」
て、伝播することとなった。従って、「情報」
は組織を超え、世代を超え、国を超え、瞬時
に伝わり、コミュニケーションの輪が際限な
く拡大した。また、個人が必要性や興味、関
心に応じて異なる最新の情報を瞬時に得た
り、個人が自己の考えや主張、小説や曲、研
究成果等を世界に向かって手軽に発信でき
る環境が身近なものとなった。 
従って、従来の「読み」、「書き」、「そろば
ん」に加えて、現在のＩＴを活かした「情報
活用能力（情報リテラシー）」の重要性が叫
ばれるようになった。 
個人も組織（地球全体、国、自治体、企業、
部署、学校、学会、クラス、班、家庭、委員
会、町内会、・・・・・）も、組織のリーダ
も種々の「問題を解決する」ためにＩＴを利
用した情報活用能力の「有る無し」、その「レ
ベルの高い低い」が運命を左右する程に重要
になってきた。 
 
３． 地域情報化とは  
「地域情報化」とは、簡単に言えば、「ＩＴ
活用」による“情報パワーのアップ”により
地域を活性化させる」ことです。一つは、豊
富な情報源から個々が欲する情報を迅速に、
地域格差や社会弱者／強者の区別なく、得る
ことが出来るような社会の実現です。地域住
民が僻地であれ、どこであれ、ワシントンや
東京都の住民と同じように教養を高めるこ
とができる環境の提供です。まさしく「地域
住民のための情報環境の整備充実」です。 
二つ目は、町が経済的にも豊かになることで
す。これは、首都圏などの大都会でなくても
何の支障も無く経済活動ができることです。
世界を相手にした、新しい産業の創出も夢で
はありませんが、「情報収集と分析、的確な
判断」により市場の動向を正確に把握できれ
ば、農業・商業・工業の活性化が可能です。 
離村に悩んでいた村がＩＴ活用により「高
原野菜で潤い」Uターンで若者が都会から戻
り、村の人口が増加に転じ活気が出てきた例
もあります。 
専門医のいない離島がＩＴ活用により住
民と医者の心理的距離が縮まり、医療上の諸
問題の解決が出来るようになった例もあり
ます。種々の事例は、参考資料に示します。   
このように、高度情報化社会に入り、「情
報」を武器に、県、市や町の活性化に成功し
た事例や地域住民へのきめ細かい行政サー
ビスを提供しているところや「教養を高め
る」ための情報環境が他の地域より格段にア
ップしたところ、「審議の概要、政策決定の
過程や実施状況の報告」を定常的に行い組織
としての情報活用、配布の能力がアップし、
住民の理解を得ることに成功したところな
どが続々生まれている。 
国も「高度情報通信社会推進本部」（ＩＴ
推進本部）が窓口になり各省庁が、種々の「情
報」に関わる施策を立案し、実行に移してい
る。 
これら施策の支援、実施評価、研究会、事
例報告会、情報交換会なども盛んに行われて
いる。例えば、（財）ニューメディア開発協
会や（財）日本立地センターは、各自治体に、
情報提供やコンサルティングや研究発表会
などを通して支援活動を行っている。 
ＣＡＮ（Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ Ａｒｅａ 
Ｎｅｔｗｏｒｋ）フォーラムでは産官学民の
連携の必要性をアピールしています。 
 「ＩＴによる地域振興、活性化」について
は学会活動も活発です。 
「情報が風になる社会を目指して」は昨年の
人工知能学会のパネル討論の１テーマです。 
種々の要素技術について研究が行われてい
ます。 
 
４． 地域情報化への取り組み 
福井県においても、「情報後進県」となら
ないための取り組みが始まっている。 
「井戸の中の蛙大海を知らず」の例えの如
く、「地域情報化」が進んだ地域に住み、そ
の恩恵に浴したことがなければ、「情報」に
飢え、未整備の「情報環境」に不満を感じな
いし、「情報化」の必要性を行政当局や地域
の住民に訴えることなどあり得ません。 
実現に向けては、多くの方の理解と協力が
必要ですし、実に種々雑多なステップが必要
です。多くの成功例を見ると、まず行政のト
ップのリーダーシップが重要です。議員さん、
行政担当者への理解も重要です。 
福井県でも「情報新幹線構想」や「ギガビ
ットネットワーク」、「テレトピア計画」の推
進などの活動が盛んです。 
しかし、「情報化」は、道路や下水道、電
線などのように一旦そのための路が開通す
れば、９０％は目的達成というものではあり
ません。通信路は送信側も受信側も人間であ
り、中を通る「情報」は人間の知的活動を左
右する重要なものです。どのような情報がそ
の通信路を行き交うべきかを考え、決定する
主役は地域住民です。 
当然、各地域の特色を生かした、多くの住
民納得の情報化政策であることが重要です。 
情報化へ向けての立案し、実行に移すため
には、その過程の「情報の公開」、「地域住民
の情報の共有」が不可欠です。隠密裏にこと
を進めては「情報化」への信頼が無くなりま
す。この作業は、利益代表でない例えば、高
専等の先生方がリーダーシップの発揮でき
る場でと言えます。 
 
５． 丹南地域の地域情報化 
私たちは、「地域情報化」についての啓蒙
活動、提言、ＰＲ等々地道な活動を通し「情
報化施策」の提言、理解と協力を得て進める
責務があると考えております。 
丹南地域においても総務省の補助事業「テレ
トピア都市構想」を実現しようという具体的
な目的からスタートして、武生市に始まり、
丹南地域全体の情報化計画が進行中です。 
この計画推進のため情報化推進協議会が設
立されて、そのメンバーである、議員、商工
農業の代表者、青年団、主婦、老人会、国際
交流、社会福祉、の代表者、一般住民代表公
聴員等で、勉強をしながらの活発な議論がな
されてきています。 
携帯電話を始め、情報端末の目覚しい普及
もあって、「ＩＴ」は、否応無く身近なもの
になりつつあり、「ＩＴ講習会」も盛況のよ
うです。 
小中高でも「情報リテラシー教育」がなさ
れることになり、その教育方法のあり方や教
材の作成の議論も活発になってきている。 
 
６． 電子政府・電子行政 
 日本政府においては、ＩＴ推進本部、にお
いて「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」が立案されて、
現在進行中である。 種々のプロジェクトが、
実施に向けて進行中です。 
その概要は、既によくご存知かと思われる
ので、割愛します。 
政府関係機関が、その考え方や政策や実施
スケジュールを、Ｗｅｂ上に公開し、ＰＤＦ
ファイルなどで電子配布をしており、情報関
連企業は、種々のシステム提案やコンサルテ
ィングをセールスしています。 
７．市民社会における情報活動 
「情報」が「時間」と「空間」を越えて飛
び交い、種々の欲する情報が仲間同士の「共
有財産」となり、個々の人が世界に向けて自
由に「情報を発信」できる社会の出現は、「情
報」が「組織を超え」、「国を超え」、「グルー
プを超え」、「居住空間を超え」て、コミュニ
ケーションの可能な世界の登場ということ
になりました。 
その具体的な活動事例を二つ紹介します。
一つは、「アイアーン」という世界 94カ国の
子供たちの交流を支援するＮＰＯ活動です。
インターネットを活用して、実に多くのテー
マで交流が行われておいります。まさしく、
時間と空間を越えた全世界的な活動です。 
多くのボランティアが、翻訳の手助けや学校
同士の交流の橋渡しやホームページによる
交流支援活動をおこなっております。 
私もこの活動の末席を汚しておりますが、
九州や関西、関東のいろいろな方とお付き合
いをしております。大部分のかたは、直接お
会いした事がまだありません。こんなことは、
以前は考えられなかったことです。 
もう一つは、「ディジタルシティ」という
世界のお話です。高度情報通信社会において
は、私たちは、フェースツーフェースの「現
実の世界」＋インターネットを介した「バー
チャルな世界」に住んでいるという捉え方で
す。例えば、カーナビなんかも現実にある町
を通りながら、右折とか左折とかコンピュー
タからの情報を＋して活動しています。 
携帯電話の世界は、どこまでがリアルでどこ
からがバーチャルか境目がはっきりしない
ところあるような気がします。 
電子マネー、電子商取引の世界もそうですね。 
さて、ここに「電子政府」とか「電子行政」
という話が現実的な問題になってきました。  行政機関に限らず「情報に強い人」の養成が
重要です。 行政も商売も「情報」のやりとりによって
成り立っているという考えから、「時間」と
「空間」を越えて「業務の遂行」が可能だろ
うという訳です。「電子政府」、「電子行政」
の定義はさておき、「情報がデジタル化（電
子化）される」ということは、その気になれ
ば、「瞬時に誰にでも伝えることができる」
ということであり、「コンピュータにより
（望む、望まないに関わらず）種々の処理が
可能になる」ということです。 
コンピュータは、人間の指示どおりに正確
に、高速に「情報処理」を行います。 
従って、行政担当者が「行政情報処理とは
何か？」、「コンピュータに任せる情報処理
は何か？」、「人間が行うべき業務は何か？」
をしっかり捉えておく必要があります。 
「情報」はその性質上、一端外へ漏れたり
すると取り返しがつきません。地域の住民へ
のサービスの中で、種々の行政事務を行って
いく際、「情報の公開」、「個人情報の保護」
の問題を「ＩＴ環境」の中でどのように進め
ていくかは重要な問題です。多分、「行政情
報システムの導入」に当っては、まさしく「問
題解決のための組織としての情報能力」が問
われることになると思います。「情報パワー
の威力」、「情報活動」の本筋を理解して、技
術屋さんに振り回されないことが大切なよ
うに思います。 
 
８．今後の課題 
「情報」という視点でものを見ると「教育」
も「行政」も「人間らしさ」も「・・・」も
みな皆、「人間の知的活動」です。 
「ＩＴ社会の光と影」という話がよく出ます。 
「光」の部分が何かを、よく考える必要があ
ります。従って、重要なのは、「情報に強い
人」、「情報活用能力に優れた人」が求められ
ます.「コンピュータやインターネットだけ
に強い人」は必ずしも必要としません。 
「情報能力があるか？」がキーワードになる
と思われます。 
